


事業概要

住宅ローンアドバイザー養成講座
正確な商品知識やリスクなどをアドバイスできる
「住宅ローンアドバイザー」の養成、登録者に対す
る継続的な情報提供を行っています。

「住まいの管理手帳」(戸建て編、マンション編)、
「フラット35申込案内書」などを頒布しています。

出版

国土交通大臣 指定確認検査機関
国土交通大臣 指定構造計算適合性判定機関
国土交通大臣 登録住宅性能評価機関
国土交通大臣 登録建築物エネルギー消費
　　　　　　 性能判定機関

・	建築確認・検査業務
・	構造計算適合性判定業務
・	住宅性能評価業務
・	省エネ適合性判定業務
・	フラット３５適合証明業務
・	住宅瑕疵担保責任保険の受託業務
・	建築物に関する調査業務　他

・	協会ホームページ「住まいのポータルサイト」に
より「住まいの情報」、毎月の「住宅ローン金利
情報」、「住宅関連データ」など総合的な住宅関
連情報の提供を行っています。

・	各地域の住宅関連業界団体等と連携して、「地
域ビルダー支援セミナー」を実施しています。

国からの補助金（基金）の管理業務を行っています。

・	すまい給付金（国土交通省）
・	住まいの復興給付金(復興庁)

建築物の審査

基金管理

住宅・金融に関する情報提供

名 　 称 一般財団法人 住宅金融普及協会

所 在 地 東京都文京区関口１－24－２ 関口町ビル（〒112-0014）

設 立 昭和26年（1951年）５月29日

基本財産 ５億円

目 的 弊協会は、昭和 26 年（1951年）の設立以来、住宅金融、住宅技術などに関連した調査研究、
情報提供や建築物の検査・評価などを通じて良質な住まいづくりのお手伝いをしてまいりました。
今後とも、住生活に関連する金融や技術に関する様々な情報・サービスの提供、住宅事業者
の方々への支援などを通じて、お客さまがより良い住まいや暮らしを実現されるためのお手伝
いを積極的に展開してまいります。

住情報

として次の業務を行っています。

※一般財団法人住宅金融普及協会は持続可能な開発目標（SDGs）を
支援しています。



【お問い合わせ】住情報
■Tel 03-6265-3247　■Fax 03-3260-7349
■URL https://www.sumai-info.com/

住情報

協会ホームページ「住まいのポータルサイト」により総合的な住宅関連情報「住まいの情報」、全国の金融機関の
毎月の「住宅ローン金利情報」、「住宅関連データ」などの提供を行っています。

各地域の住宅関連業界団体等と連携して、地域ビルダーなどの方々に金融・住宅関連税制等有用な情報を提供する
「地域ビルダー支援セミナー」を実施しています。

住まいのポータルサイト

地域ビルダー支援セミナー



住宅ローンお役立ちポケットガイド住宅ローンアドバイザー通信

住宅ローンアドバイザーテキスト 住宅ローンアドバイザー登録者証

代表的な住宅ローン商品の融
資条件から、借入可能額も簡単
に算出できる早見表も備えたポ
ケットサイズのガイドブックを
発行しています（年1回）。
スマートフォンでダウンロードす
ることもできます。

住宅ローンアドバイザーとして
登録された方に、カード型の登
録者証を交付します。
初回の登録者証は、シルバー
色、２回目以降の登録者証から
ゴールド色で交付します。

話題の住宅ローン商品や住宅
ローンを取り巻く税制、保険、
法律など最新の情報を取りま
とめた情報誌を、年４回Webに
より発行しています。

住宅ローンの基礎からアドバイ
スのポイントまで、図表、ケース
スタディを使い、分かりやすく
解説したテキストと映像教材に
より受講していただけます。

（A４判、346頁）

（A４判、16頁）
（138㎜×87㎜、42頁）

新規登録カード

更新登録カード

住宅ローンアドバイザー養成講座

住宅ローンアドバイザー養成講座の概要

【お問い合わせ】住宅ローンアドバイザー養成講座 ■URL https://www.loan-adviser.jp/
■Tel 03-3260-7346　■Fax 03-3260-7418

受講資格 どなたでも受講できます。　

受講対象者、申込者
個人の方
※社員研修としてご活用される場合には、法人単位で
　とりまとめて受講できます。

開催回数、募集時期

年２回 募集時期 効果測定時期

第１回
第２回

 4月下旬 ～   6月下旬
 9月中旬 ～ 11月中旬

  7月下旬
12月上旬

金融環境が大きく変わり、住宅ローン商品の多様化が進む中、住宅の取得を計画されている方が自らに合った
最適な住宅ローンを選択することができるように、正確な商品知識やリスクなどをアドバイスできる人材が求め
られています。平成17年（2005年）の住宅ローンアドバイザー養成講座の創設以来、累計で７万名を超える方に
ご利用いただいております。
住宅ローンアドバイザー養成講座は、こうした人材を育成し、情報提供など継続的なサービスを行いその活動を
支援しています。



出版

フラット３５申込案内書

住まいの管理手帳

【フラット３５】（民間金融機関と住宅金融支援機構が提携した長期固定金利型
  住宅ローン）の申込案内を作成し、全国の銀行、信用金庫、信用組合、モーゲージ
  バンクなど約300機関にご利用いただいています。

住まいにいつまでも快適に暮らしていただける
よう、お手入れや点検補修等について、イラス
トを使い分かりやすく解説したガイドブック
「住まいの管理手帳」を平成3年（1991年）
から発行しています。第13版まで改訂を行い、
累計発行部数は125万部を超えています。
「戸建て編」と「マンション編」の2種類を
用意して、住宅事業者の方とお客さまとの
末永いお付き合いの懸け橋としてご活用いた
だいています。

（A4判）

（A4判、144頁）（A4判、144頁）

【お問い合わせ】出版 ■URL https://www.sumai-info.com/book_shop/
■Tel 03-3260-7340　■Fax 03-3260-7349

【カスタマイズ例／ご活用例】
・	封筒・パンフレットに金融機関名・ロゴの印刷ができます。
・	借入申込書に金融機関名、金融機関コード、毎月返済日等の印字ができます。
・	取扱金融機関に応じたパンフレット記載内容の変更ができます。

【カスタマイズ例／ご活用例】
・	表紙に社名・ロゴの印刷ができます。
・	表紙裏、裏表紙裏に企業広告の印刷が

できます。



建築確認・検査

長期優良住宅の長期使用構造等の確認省エネ適合性判定

建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）評価

住宅瑕疵担保責任保険の受託業務

建築物に関する調査

フラット３５適合証明

建築物省エネ法第35条（性能向上計画認定）
及び第41条（基準適合認定）の技術的審査

防災・省エネまちづくり緊急促進事業の
技術評価

住宅性能評価
登録住宅性能評価機関（国土交通大臣登録第23号）と
して、設計住宅性能評価及び建設住宅性能評価の評価
業務を行っています。

指定確認検査機関（国土交通大臣指定第6号）として、
建築確認・検査業務を行っています。

住宅金融支援機構との協定に基づく設計・現場検査・
適合証明の交付を行っています。

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき、所管
行政庁への認定申請に先立って、長期使用構造等の
確認業務を行っています。

登録建築物エネルギー消費性能判定機関（国土交通
大臣登録第９号）として、建築物エネルギー消費性能
適合性判定業務を行っています。

防災・省エネまちづくり緊急促進事業の補助を受ける
ために必要となる技術評価業務を行っています。

建築基準法第6条第1項に定める建築基準関係規定への
適合性及び各種性状等の調査の業務を行っています。

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に
よる表示ガイドラインに基づく第三者評価業務を行って
います。

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の
性能向上計画認定及び基準適合認定に係る技術的
審査業務を行っています。

業務エリア
東京都・神奈川県・埼玉県
千葉県・茨城県・栃木県
群馬県・山梨県・静岡県

低炭素建築物の技術的審査
所管行政庁への低炭素建築物の認定申請に先立って
技術的審査業務を行っています。

住宅瑕疵担保責任保険制度に基づく現場審査等の業務
を行っています。

※防災・省エネまちづくり緊急促進事業の
　技術評価は全国。

建築物の審査
	■ 適合証明検査機関（住宅金融支援機構協定）
	■ 住宅瑕疵担保責任保険検査機関

	■ 指定確認検査機関（国土交通大臣指定第6号）
	■ 登録住宅性能評価機関（国土交通大臣登録第23号）
	■ 登録建築物エネルギー消費性能判定機関（国土交通大臣登録第９号）

※（　）内は業務開始年月

（平成15年4月）

（平成24年12月）

（平成28年4月）

（平成21年5月）

（平成26年5月）

（令和2年6月）

（平成15年10月）

（平成26年5月）

（平成29年4月）

（平成23年4月）

（平成12年4月）



構造計算適合性判定

審査登録者（国土交通省等に登録している資格者数） 資格保有者数（延べ人数）

指定構造計算適合性判定機関（国土交通大臣指定第３号）として、
建築基準法に基づく構造計算適合性判定業務を行っています。

北海道・青森県・岩手県・秋田県
山形県・福島県・茨城県・栃木県
群馬県・埼玉県・千葉県・東京都
神奈川県・新潟県・富山県・石川県
福井県・山梨県・長野県・岐阜県
愛知県・鳥取県・島根県・岡山県
山口県・徳島県・香川県・愛媛県
高知県・大分県

業務エリア

【お問い合わせ】

■ Tel 03-3260-7395　■Fax 03-3260-3819
■ Tel 03-3260-9821　■Fax 03-3260-3819
■ Tel 03-3260-7350　■Fax 03-3260-3819
■ Tel 03-3260-7395　■Fax 03-3260-3819
■ Tel 03-5654-7593　■Fax 03-3260-3762 

■URL https://www.sumai-info.com/examination/

建築確認・検査業務
住宅性能評価業務・省エネ適合性判定業務
フラット３５適合証明業務
建築物に関する調査業務
構造計算適合性判定業務

（令和4年4月現在）

（令和4年4月現在）

（名）（名）

（令和4年4月現在）

確認検査員 16

構造計算適合性判定員 14

住宅性能評価員 21

省エネ適合性判定員 8

一級建築士 25

構造設計一級建築士 6

設備設計一級建築士 2

建築基準適合判定資格者 17

住宅性能評価員講習修了者 22

CASBEE建築評価員 1

住宅瑕疵担保保険検査員 15

住宅金融支援機構適合証明検査員 13

建築物の審査
	■ 指定構造計算適合性判定機関 （国土交通大臣指定第3号）
	■ 構造計算適合性判定業務委任 （都道県知事）

（業務開始年月：平成19年6月）
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